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１ 件  名   「生産性革命」の実現に向けた市内中小企業への支援 

について 

 

２ 内  容    平成３０年度税制改正大綱が閣議決定され、最大の課題で 

ある少子高齢化の克服に向けて、「生産性革命」と「人づくり

革命」によりデフレの脱却を図り、また地域の中小企業の設備

投資を促進するための税制措置を講ずることとしています。 

 今国会において、「生産性向上特別措置法案」が成立・施行

後に、各自治体が導入促進基本計画を策定し、労働生産性年３

％以上の設備導入計画を認定した企業の設備投資に対し、それ

ぞれの自治体の判断で固定資産税をゼロから１／２とするも

のです。 

岡山市は、事業者の生産性と収益性の向上が期待できるこ

とから、平成３０年度から平成３２年度の３年間の計画認定

された設備投資に対し、固定資産税の課税標準の特例割合に

ついてゼロとすることを検討するもの。 

 






